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研究成果の概要（和文）：本研究は、税制の変更による経済活動の変化が課税ベースの変化を通じて税収にフィードバ
ックする効果を考慮に入れて、シミュレーション法を用いて長期的な観点から税収の変化を推計した。妥当なパラメー
タ値の場合、減税をしても経済成長のためにより多くの税収を確保できる効果（動学的ラッファー・カーブの効果）は
出現しないことを示した。資本所得税減税の場合の長期的な税収回復効果が労働所得税減税の場合に比べてかなり大き
いことを示した。資本所得税の中では、全期間を考慮に入れた現在価値の観点からは、法人税減税の場合の効果が一番
大きいことを示した。

研究成果の概要（英文）：This research numerically analyzes tax revenue change when a tax rate is changed, 
taking account of dynamic feedback effect.  Under plausible parameter values, a tax-cut is not self-financ
ing.  The long run recovery effect of tax revenue is much larger when a capital income tax rate is reduced
 than when a labor income tax rate is.  Among capital income taxes, the effect is the largest when a corpo
rate income tax rate is reduced, in terms of the present value of the whole stream of tax revenues.
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１．研究開始当初の背景 
日本財政が危機的状況にあると言われて
久しい。大衆的な議論においては、財政健全
化のためには減税をして経済を成長させ税
収を増加させていくべきとする議論と、増税
はやむをえないとする議論があるが、税制改
革によって将来の税収がどのように変化す
るかが具体的な数値で示されているわけで
はない。減税をして経済を成長させ税収を増
加させていく議論の中で極端なものは、動学
的ラッファー・カーブの self-financing の
議論、すなわち減税をしても（結果として生
じる経済成長によって）減税前と同じ税収あ
るいはより多くの税収が確保できるという
ものである。大半の経済学者は動学的ラッフ
ァー・カーブの self-financing の議論には
懐疑的であるが、減税による当初の税収の減
少が経済成長による税収増加によって部分
的には相殺される可能性は否定できない。し
たがって重要な点は、減税による当初の税収
の損失を長期的にどれくらい相殺できるか
を具体的な数値で示すことにある。一方、増
税の場合にも、増税による当初の税収の増加
が経済成長の抑制による税収減少によって
部分的に相殺される可能性は否定できない
ので、増税による当初の税収の増加が長期的
にどれくらい相殺されるかを具体的な数値
で示すことが重要になる。税制の変更によっ
て税収がどのように推移するかは、現在の日
本の財政にとって一大関心事であり、本研究
課題では税制の変更による税収の変化を動
学的観点から推計する。このような具体的な
数値情報は、今後の財政再建を意識した税制
改革の議論にとっても、有意義であると考え、
本研究課題に着手した。これが本研究課題の
背景・動機である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、税制の変更による税収の
変化を動学的観点から推計することにある。
具体的には、この分野の先行研究が分析して
いない人的資本蓄積を組み込んだモデルに
おいて、Nishioka(1997)のシミュレーション
法を用いて、動学的税収推計を行うことに目
的がある。近年、動学的税収推計の研究が行
われてきているが、先行研究は経済成長の重
要な側面である人的資本蓄積を考慮に入れ
ておらず、また新定常均衡に向かう移行径路
を大域的に分析していない。本研究は先行研
究をこの2点において拡張しようとするもの
であり、この点に本研究の特色・独創的な点
があると考える。減税によって当初の税収減
が長期的にどれくらい相殺されるのか、ある
いは増税による当初の税収増が長期的にど
れくらい相殺されるのか、という具体的な数
値情報は、今後の財政再建を意識した税制改
革の議論にとっても、有意義であると考える。
ただ各種のパラメータの値に結果が大きく
依存することが予想されるので、本研究では
広範な感度分析を行って、幅広い数値情報を

提供することを目的とする。 
 
Nishioka, H. (1997) “A Reconsideration of 
the Dynamic Laffer Curve in a Two-Sector 
Model of Endogenous Growth.” 
 
３．研究の方法 
動学的税収推計の代表的な研究において
は、経済成長の重要な側面である人的資本蓄
積が考慮に入れられていない。また、税制の
変更によって新定常均衡に向かう移行径路
の分析を落として定常均衡のみを分析する
ことは定量的のみならず定性的にも
misleading な結果をもたらすことはよく知
られているが、先行研究は均整成長経路のみ
の分析しか行っていないか、あるいは新定常
均衡への移行径路を考慮に入れてはいても、
定常均衡のまわりでの一次近似による近似
解法を用いている。本研究では、人的資本蓄
積を組み込んだモデルにおいて、Nishioka 
(1997)のシミュレーション法を用いて、動学
的税収推計を行う。 
税収の流列を評価するためには、単に税収
の時間径路を分析するだけでは十分ではな
く、長期間にわたるトータルの税収の大きさ
を評価する必要がある。評価として第一に思
いつくのは、税収の現在価値の大きさを比較
することであるが、本研究においては、伝統
的な外生的成長モデルの場合には税収の現
在価値を比較することに意味はあるが、内生
的成長モデルの場合には税収の現在価値を
比較することは重要ではないことを示す。外
生的成長モデルにおいては、経済の一人当た
り変数の長期成長率は外生的な技術進歩率
によって与えられ、租税政策は長期成長率に
影響を与えることができないから、税収の現
在価値を増加させることによって、より多く
の効率単位当たりの政府支出をファイナン
スすることが可能になる。一方、内生的成長
モデルにおいては、租税政策は長期成長率に
影響を与えることができる。したがって、た
とえ税率の上昇によって税収の現在価値が
増加したとしても（たとえ成長率効果が小さ
くなっても、それを相殺するほど利子率が低
くなる結果、税収の現在価値が増加する可能
性がある）、長期成長率が低くなりすぎて、
元（税率変化前）の政府支出の流列をファイ
ナンスすることができない可能性が生じる。
このような理由から本研究においては、ファ
イナンス可能な政府支出の流列という観点
から、税収の流列を分析する。 
 
Nishioka, H. (1997) “A Reconsideration of 
the Dynamic Laffer Curve in a Two-Sector 
Model of Endogenous Growth.” 
 
４．研究成果 
本研究においては、動学的税収推計を行う、
すなわち、税制の変更による経済活動の変化
が課税ベースを変化させることを通じて税



収にフィードバックする効果を考慮に入れ
て、長期的な観点から税収の変化を推計する。
本研究の意義は、この分野の先行研究が分析
していない人的資本蓄積を組み込んだモデ
ルにおいて、Nishioka (1997)の大域的シミ
ュレーション法を用いて、新定常均衡に向か
う移行径路を含めて動学的歳入推計を行う
点にある。税収の流列を評価するためには、
単に税収の時間径路を分析するだけでは十
分ではなく、長期間にわたるトータルの税収
の大きさを評価する必要がある。評価として
第一に思いつくのは、税収の現在価値の大き
さを比較することであるが、本研究において
は、伝統的な外生的成長モデルの場合には税
収の現在価値を比較することに意味はある
が、内生的成長モデルの場合には税収の現在
価値を比較することは重要ではないことを
示した。外生的成長モデルにおいては、経済
の一人当たり変数の長期成長率は外生的な
技術進歩率によって与えられ、租税政策は長
期成長率に影響を与えることができないか
ら、税収の現在価値を増加させることによっ
て、より多くの効率単位当たりの政府支出を
ファイナンスすることが可能になる。一方、
内生的成長モデルにおいては、租税政策は長
期成長率に影響を与えることができる。した
がって、たとえ税率の上昇によって税収の現
在価値が増加したとしても（たとえ成長率効
果が小さくなっても、それを相殺するほど利
子率が低くなる結果、税収の現在価値が増加
する可能性がある）、長期成長率が低くなり
すぎて、元（税率変化前）の政府支出の流列
をファイナンスすることができない可能性
が生じる。このような理由から本研究におい
ては、ファイナンス可能な政府支出の流列と
いう観点から、税収の流列を分析した。この
とき、ラッファー・カーブの転換点は、ファ
イナンス可能な政府支出の流列を最大化す
る税率によって与えられる。 
本研究においては、異時点間代替弾力性が
小さく労働供給がかなり非弾力的なケース
（このようなケースは実証分析的により妥
当であると考えられている）では、減税は
self-financing ではないことを示した。これ
ら 2つの弾力性がより小さい場合には、ラッ
ファー・カーブの転換点はより高い税率で発
生することを示した。したがって、経済はラ
ッファー・カーブの右上がりの部分に在ると
言える。しかしながら、異時点間代替弾力性
が 1に近いか 1より大きい場合、あるいは労
働供給がかなり弾力的な場合には、減税は
self-financing になる可能性があることを
示した。このとき、人的資本蓄積に対する税
が軽課される二部門内生的成長モデルにお
いてでさえも、政府の現在価値予算制約式を
満たしながら、厚生利得を得ることができる。
しかしながら、そのようなケースにおいてで
さえも、結果として生じる厚生利得は、先行
文献が主張するよりずっと小さいことを示
した。このように、結果は仮定したパラメー

タの値に決定的に依存することを示した。 
当初は大域的シミュレーション法のみを
用いて動学的税収推計を行う予定であった
が、研究の経過に伴い、経済学的な意味がよ
り直観的に得られやすい対数線形近似法を
用いたシミュレーションを行う必要性を感
じ、次に、対数線形近似法を用いて動学的税
収推計を行った。本研究の意義は、対数線形
近似法を用いて、税制改革後、新定常均衡に
向かう移行径路を考慮に入れて動学的税収
推計を行う点にある。本研究では標準的な経
済成長モデルを用いて、税率切り下げに伴う
税収の推移を動学的税収推計の観点から分
析した。分析の結果、本研究のモデルの枠組
みでは、税率を切り下げ資本蓄積を促進させ
れば（経済を成長させれば）税収は当初の落
ち込みよりは長期的に幾分回復するが、税率
切り下げ前よりも税収がかえって増加する
という動学的ラッファー・カーブの
self-financing の議論のような効果は見ら
れなかった。シミュレーションの結果におい
ては、典型的なパラメータ値の場合には、資
本所得税減税の場合の長期的な税収回復効
果が労働所得税減税の場合に比べてかなり
大きいことを示した。ただし、消費一定の意
味での労働供給の補償弾力性が大きくなる
ほど、また異時点間代替弾力性が小さくなる
ほど、現在価値の意味で見たフィードバック
効果の差が資本所得税と労働所得税の間で
小さくなることを見た。 
さらに、以上の研究では、標準的な経済成
長モデルを用いて分析してきたが、そのよう
なモデルでは（税収の中で大きな割合を占め
重要な）法人税の分析をするのには不十分で
ある。というのは、法人税の税収変化を分析
するためには、例えば法人税減税によって企
業の資金調達方法や配当政策に対してどの
ような影響が及ぶのかを考慮する必要があ
るし、このような企業の金融面の意思決定の
変更が家計のポートフォリオに対してどの
ような影響を及ぼすのかを分析する必要が
あるからである。このようなルートを考慮に
入れることによって、従来のように資本所得
に対する税を一括りに扱うのではなく、利子
所得税、配当所得税、キャピタル・ゲイン税、
法人税と分類し、各税収に対する効果を推計
することが可能になる。本研究の意義は、新
たに以上の点を考慮に入れ、対数線形近似法
を用いて、一般均衡動学モデルの枠組みでシ
ミュレーションの手法により動学的税収推
計を行う点にある。 
分析の結果、税率を切り下げ資本蓄積を促
進させれば（経済を成長させれば）税収は当
初の落ち込みよりは長期的に幾分回復する
が、税率切り下げ前よりも税収がかえって増
加するという動学的ラッファー・カーブの効
果は、異時点間代替弾力性が小さいケースの
キャピタル・ゲイン税減税の長期的効果とい
うごく一部のケースを除いては、現れなかっ
た。そのごく一部のケースにおいてさえ、長



期的にはその効果が出現するものの、短期の
マイナスのフィードバック効果の存在のた
めに、短期から長期までの全期間を考慮に入
れた、現在価値から見た動学的フィードバッ
ク効果においては、その効果は現れなかった。
典型的なパラメータ値の場合には、長期的に
はキャピタル・ゲイン税減税の動学的フィー
ドバック効果が一番大きくなるが、短期的に
出現するマイナスのフィードバック効果の
存在のために、全期間を考慮に入れた現在価
値の意味で見た動学的フィードバック効果
の観点からは、法人税減税の場合の効果が一
番大きいことが分かった。同時に、利子所得
税減税の場合の効果が一番小さいことも示
された。配当所得税減税については、税率切
り下げによって配当所得税の課税ベースが
変化しないのでフィードバック効果は存在
しないが、キャピタル・ゲイン税の課税ベー
スが配当所得税率切り下げの瞬間に新定常
均衡値にジャンプしてその値に留まるため
に、全期間一定のフィードバック効果が現れ
ることが分かった。また、異時点間代替弾力
性が小さくなるほど、利子所得税減税、キャ
ピタル・ゲイン税減税、法人税減税、の動学
的フィードバック効果が大きくなることが
示された。 
本研究で得られた、税制改革によって税収
が長期的にどのように変化するかに関する
数値情報は、今後の財政再建を意識した税制
改革の議論にとっても、重要であると考えて
いる。 
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